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　　消費税引き上げは公共事業のためだったのか
　社会保障・税一体改革関連法案は、三党合意の修正を含め8月10日、参議院で可決し成立した。実は法案審議中においても、三党合意された法律の附則をめぐって問題が指摘され始めてきた。それは、消費税率の引き上げによって増収になる財源のうち、4%部分は社会保障に充てていた赤字国債部分として、当然それを削減して財政再建に充てると思われていたのだが、自民党は国土強靭化法案で10年間200兆円、公明党は防災・減災ニューディール政策で100兆円などと、余裕ができた財政を使って公共事業に回そうとしていることが判明した。
□クルーグマン、スティグリッツ、小野善康の最新著作を読む□
実は、この問題は2015年段階で、確実にデフレから脱却できているのか、もし増税分を財政再建に充てればデフレを加速させるのではないか、という問題を含んでおり、どのように考えたらよいのか問われている。考えるヒントとして、お盆休みに読んだ本のうち、クルーグマンの『さっさと不況を終わらせろ』(早川書房刊)とスティグリッツの『世界の99%を貧困にする経済』(徳間書店刊)、それと関連して小野善康『成熟社会の経済学』(岩波新書)の三冊が提起しているマクロ経済政策における論点について、感ずることを述べてみたい。
クルーグマンにしてもスティグリッツにしても、いずれもノーベル経済学賞を受賞した世界的に高名な経済学者であり、いずれもケインジャンの流れを汲んでいることは間違いない。スティグリッツが受賞したのが2001年、クルーグマンは2008年と、いずれもITバブル崩壊後の不況期や住宅バブル崩壊後の100年に一度という大不況期に受賞しており、アメリカのシカゴ学派のフリードマンらの薫陶を受けた経済学者が受賞することが多い中で、この二人の受賞の時期には注目すべきだろう。つまり、かつてはケインズ経済学が全盛を極めていた時代から、二度のオイルショックと変動相場制への移行という市場の激変にさらされ、スタグフレーションの進展するなかでフリードマンたちのマネタリズムが勢いを盛り返し、1980年以降ケインジャンが脚光を浴びるのは、いつも不況期であり、それ以外の時期には市場原理主義派が席巻してきたのがこの世界なのだ。今またリーマンショック以降の大不況期が継続しており、それゆえこの二人の最新の著作に対する注目が集まっているのだと言えよう。
□クルーグマン『さっさと不況を終わらせろ』□
(遠慮しないで、第二次世界戦争並みの財政支出を)
そうした中でクルーグマンは、アメリカやEUにおける経済が、大不況から脱却できない原因を政府の財政支出の不足に求めており、増税や財政支出の削減をすべきではないことを強調している。とくに、失業者が多い中で必要なことは需要=雇用を作り出すことであり、少しぐらいの財政赤字については気にすることはないという。現在のアメリカやEU経済が不安定なのは(日本も含めるべきだろうが)、まだまだ経済が不安定な中で、緊縮財政への転換を急ぎすぎたことがもたらしたものである、と批判をする。必要なことは、失業者に仕事を与えることであり、そのためには受給ギャップに相当する財源を投じて公共部門に支出をしていくべきであり、その際に必要な財源は国債を遠慮することなく大量に発行して調達していくべきだという。そして、金融政策ではFRBは、今まで以上に金融緩和政策を進めて財政支出による公共事業を支えるべきだと主張している。その具体的な事例を1930年代の恐慌からの脱出に向けて、第二次世界大戦が果たした経済の好転に着目し、今こそそれと同様の経済政策が必要だとしている。
□スティグリッツ『世界の99%を貧困にする経済』□
(格差社会の解消、雇用改善に向け公共投資を増税で賄え)
　スティグリッツの著書では、「ウォール街を占拠せよ」という運動に見られる格差社会の蔓延という問題に対して、いかにしてアメリカ社会の中で格差が拡大してきたのか、その歴史をふり返り、クルーグマン同様、失業者に対する雇用を創出することの重要性を説く。アメリカ経済の中で、1%の連中がいかにレントシーキングを通じて所得や資産を獲得していったのか、また、レーガン税制改革によって高額所得者層の支払う税をいかに少なくしてきたのか、などアメリカ経済界、とりわけ金融業界の恥部について厳しく批判をしている。それは、当然のことながらアメリカの政治家の業界との癒着(ロビイストや回転ドア)にも触れ、期待されたオバマ政権の経済政策についても、その手ぬるさには手厳しく批判を展開している。また、FRBのバーナンキ議長はもとより、前任者のグリーンスパンの進めてきた金融政策についても、アメリカ金融業界の利益に沿った金融規制緩和政策をとる中で、略奪的なサブプライムローンなど許すべからざる犯罪的な政策に対する厳しい批判が展開されている。
　そうした中で、スティグリッツもまた失業者があふれている今日、公共事業分野に財源を思い切って投入すべきであり、その財源は富裕層からの課税の強化を同時に進めていくべきだと主張する。クルーグマンと違うのは、増税をしてもそれを公共事業に支出されるならば、財政均衡乗数は1なのであり、実体経済に与える影響は変わらないし、失業者の雇用を確保することによってアメリカ経済の不況を緩和する効果が出てくることを強調していることにある。
□小野善康所長の『成熟社会の経済学』□
(中長期的な公共投資による雇用創出とデフレ脱却の主張)
この点については、最近の小野善康内閣府経済社会研究所所長の書かれた『成熟社会の経済学』(岩波新書)と同じ視点に立っていることに注目したい。つまり、小野所長も、失業者を活用できないことが一番の問題なのであり、その解決を最優先していくべきであり、そのために増税をして公共部門の拡大に充て雇用の拡大に全力を挙げていくべきだという主張である。そのことによって、雇用不安の解消やデフレの克服にもつながることを指摘されている。
　もっとも、小野所長は、日本が陥っているのは「成熟した経済社会」であり、物質的には有り余った供給力を持て余しており、お金をはたいても欲しいものがなく、そのために国民はお金をため込んでいる。問題は、いかにしてそのお金を消費させていくかこそが重要であり、短期的なスペンディング政策ではどうにもならないことを強調されている。とくに、金融政策で日本のバブル崩壊以降の経験は、いくら金融緩和政策を進めても、物価は停滞したままでしかなかったし、名目GDPも同じく停滞したままでしかなかったことに触れられ、問題は成熟した経済の下では、実体経済の中でどのようにすれば内需を拡大できるのかに全力を挙げなければならないことを強調される。そこで提起されているのが、確実に需要がありながら、民間では利益が上がらない分野として、社会保障や環境・エネルギー、災害復興などに対して税を徴収して投入し雇用を拡大していくべきことを強調されている。
□現代のケインジャン、共通しているのが雇用拡大□
　このように現代のケインジャンたちの指摘していることは、新しい需要をつくり雇用創出を進めることによって不況からの脱却を進めていくべきであり、そのための財源は(クルーグマンは別にして)増税による国民負担を進めても、問題は出てこないし、失業者が雇用にありつけることによる需要の拡大や新しく雇用先での国民の求めている需要の創出という成果が享受される。また、国民負担の在り方によっては、限界消費性向の低い高所得層から高い低所得層へと所得再分配されることによる需要拡大効果も期待できることを指摘している。特に、小野所長は、成熟化した経済は短期的なスペンディング政策では解決できず、中長期的なスパンで経済政策を考えていく必要を強調される。それ故、例えば社会保障の年金など現金給付について、現金給付から現物給付への切り替えなども提案されており、デフレの罠にはまった日本経済を回復させるためには徹底した需要拡大による雇用の創出にこだわられている。
□早すぎたのか、財政再建策□　
(雇用不安・デフレ脱却と財政への信認との際どいナローパス)
　もしこのような問題提起を受け止めるなら、2015年までにプライマリー赤字を半減、2020年までに黒字化、2020年以降累積赤字の削減という国民への財政再建の約束について、もう一度考え直していく必要がある。つまり、先進各国がリーマンショック以降の大不況に際して、財政支出と金融緩和を進めて一時的に小康状態まで回復できたのだが、まだまだ大不況からの本格的回復には至っておらず、財政再建を急ぎすぎたことを反省する必要があるからである。それ故、2015年までに消費税率を引き上げて、そのうち4%分はこれまで赤字国債で振り替えていた社会保障支出分を消費税で置き換えることになるわけで、それによって本当にデフレ経済からの脱却ができているのか、もっと別の角度から言えば完全雇用が実現できて需給ギャップが解消されているのか、こそが問題にされなければなるまい。もし、それらが実現できていなければ、自民党が提言している「国土強靭化法」や公明党が主張している「防災・減災ニューディール」などに財政支出をすることも一つの施策として検討してみる価値があるのだろうか。従来のコンクリートを中心にした土建屋国家ではない、別の公的な分野での雇用誘発効果の高い需要創造の取り組みが求められる。
他方で、日本の財政の現状を見たとき、1000兆円にも及ぶ累積債務の積み上げが、いつ財政の信認を失い、国債の暴落という事態に直面し、金利上昇に歯止めがかからなくなり、金融危機を惹起する危険性も考えておく必要がある。その際、今回の消費税引き上げを三党合意の下で辛うじて成立させたことの意義は実に大きいものがある。つまり、日本政府として財政再建に責任を持つことができたというガバナビリティへの国際的な信認は、アメリカやEUにおける政治よりも進んでいるということを示したと言えないだろうか。そのことは、2015年10月の10%への引き上げが出来て以降も、着実に経済情勢を見ながら(特に雇用とデフレ)、引き続き国民に対する負担を求める困難な課題を遂行する必要があることを強調しておきたい。
